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タイ競争法の企業結合規制及び執行に関する最新動向 

弁護士 佐々木 将平 

1. はじめに 

 タイにおいては、東南アジア各国の中でも比較的早い 1999年に競争法（Trade Competition Act。以下「取
引競争法」という）が制定されたものの、その執行はほとんど行われない状況が長年続いていた。しかし、2017
年の新取引競争法の制定以降、近年、徐々に執行事例が増え始めており、本稿執筆時点で公表されている限り、
取引競争委員会により違反が認定された件数は、2021年は 7件、2022年は 8件に上っている。その中には、カ
ルテル規制違反や企業結合届出規制の違反など、日系企業にとっても参考となる事例が出始めていることから、
本稿では、注目すべき執行事例に触れながら、取引競争法の執行に関する最新動向を紹介する。 

 

2. 企業結合届出制度の運用動向 

 取引競争法においては、グループ内取引を除き、一定の基準を充たす合併、株式取得（非公開会社の場合には議
決権ベースで 50%超、公開会社の場合には議決権ベースで 25％以上の株式等の取得）又は資産取得を行う場合に、
①事前許可の取得、又は、②事後報告が求められている。届出基準は、端的に言えば、以下の通りとなる。 
 

 
 
事前許可については、公表されている限り、年間数件のペースで許可申請が行われている。これまで企業結合が

許可されなかったケースは見当たらず、企業結合後のシェアが非常に高くなるような案件も含めて、許可が付与さ
れている。たとえば、2020年の大手財閥 CP（グループで、タイ国内最大手のコンビニエンスストア「セブンイレ
ブン」やスーパーマーケットを運営）による大手スーパーマーケット Tescoの東南アジア事業の買収についても、
買収後に課される一定の制約条件（問題解消措置）付で許可されている。 

 
事後届出については、届出懈怠を理由として事業者に対して行政罰が科された事例が複数存在すること（その中
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にはタイ国外で行われた企業結合案件も含まれていること）には注意を要する。両当事者がタイに子会社等の拠点
を有している場合には、タイ国外の当事者同士の企業結合取引でも届出対象になる上、年間売上（ある市場におけ
るタイ国内の売上）10億バーツ（約 42億円）以上という届出基準も比較的低いため、届出対象となる取引の範囲
は相当広範である。実際、統計上の届出件数も年々増加しており、2022 年には公表ベースで 72 件の事後届出が
行われている。また、タイの競争当局の実務上、当局から明確な回答を事前に得られないことも多いため、届出要
否の判定が難しい案件においては、届出義務違反を防ぐために、念のため届出を実際に行うという対応を取らざる
を得ないことも多い（2022 年の事後届出案件のうち約 4割に相当する 29件は、結果的に届出義務なしとの判断
が示されている）。届出書には比較的詳細な情報を記載することが求められるが、取引実行後 7 日以内に行う必要
があるため、クロージング前に十分な余裕を持って準備を進めることが必要である。 

 

3. カルテル規制の執行状況 

取引競争委員会が公表している取引競争法違反案件の中には、カルテル規制違反が認められた事案も出始めてい
る。公表内容によれば、複数の製氷工場事業者が、特定の県におけるチューブアイス及び砕氷の販売価格の引き上
げに合意し、覚書に署名した上で、関係者に周知を行い、実際に価格を引き上げたという事案について、カルテル
規制違反が認定され、製氷工場事業者に対しては最大約 73万バーツ（約 300万円）、関係した個人に対しては最
大 2万 7,000バーツ（約 11万円）の罰金が科されている。取引競争法にはリーニエンシー制度は存在しない（そ
のため、当局にとってカルテル規制違反の摘発・立証のハードルが高い）という事情もあり、現時点では、摘発事
例は上記のようなもの（書面合意という明確な客観証拠が存在し、カルテルの立証が比較的容易と思われる事案）
に留まっているが、今後の執行動向には注意が必要である。 
 

4. 継続的契約の打ち切りに関する事例 

取引競争法に関して実務上注目を集めている事案として、自動車メーカーによるディーラー契約の打ち切りに関
する案件が存在する。公開情報に基づく事案の概要は、以下の通りである。 

- 2019年 12月、自動車メーカーのタイ法人（以下「メーカー」という）の元ディーラー7社が取引競争委員
会事務局（Office of Trade Competition Commission）に対して、メーカーによるディーラー契約の打ち
切り（理由なく契約更新をせず、所定の契約期間満了をもって契約終了とする取扱い）が取引競争法違反に
当たるとして告発。 

- 2020年 5月、取引競争委員会事務局は、メーカーが差別的な取扱いにより「他の事業者の事業活動を制限
又は妨害する取引条件を不当に設定した」として、取引競争法 57条違反を根拠として、契約打ち切りを取
り消すよう求める命令（排除措置命令）を発出。 

- メーカーが排除措置命令の取消しを求めて訴訟を提起し、訴訟係属中。 
 
タイには、日本の継続的契約の保護に関する法理に相当する判例理論等は存在せず、契約期間が契約上明記され

ていれば、契約当事者は、当該契約期間の定めに従って契約を打ち切ることが可能であるというのが、従来は、実
務上一般的な考え方であった。上記の事案における競争当局の判断は、契約上の明確な定めがあったとしても、継
続的な契約の更新拒絶には、競争法上の制約がありうることを示したものであり、実務上インパクトが大きいと思
われるため、最終的な司法判断の帰趨を注視する必要がある。 
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NO&T Asia Legal Update ～アジア最新法律情報～の配信登録を希望される場合には、
<https://www.noandt.com/newsletters/nl_asia_legal_update/>よりお申込みください。本ニュースレターに関するお問い
合わせ等につきましては、<newsletter-asia@noandt.com>までご連絡ください。なお、配信先としてご登録いただきましたメ
ールアドレスには、長島・大野・常松法律事務所からその他のご案内もお送りする場合がございますので予めご了承いただけます
ようお願いいたします。 

本ニュースレターは、各位のご参考のために一般的な情報を簡潔に提供することを目的としたものであり、当事務所の法的アド
バイスを構成するものではありません。また見解に亘る部分は執筆者の個人的見解であり当事務所の見解ではありません。一般
的情報としての性質上、法令の条文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個別具体的事案に係る問題について
は、必ず弁護士にご相談ください。 

 

 www.noandt.com 
 
〒100-7036 東京都千代田区丸の内二丁目 7番 2号 ＪＰタワー 
Tel: 03-6889-7000（代表）  Fax: 03-6889-8000（代表）  Email: info@noandt.com 
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